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要  旨 

 
中心市街地活性化や集約型都市構造の実現などまちの目標に貢献する「交通まちづくり」

の計画手法に関し、研究代表者らはこれまで主にビジョン構築や制度設計の面の研究を進め

てきた。本年度は、土地利用・交通施策を支える制度やしくみに焦点を当てた前年度プロジェ

クトの成果を受け、しくみや「仕掛け」の可能性に関するより掘り下げた検討を行った。具

体的には研究会を 5 回開催し、話題提供に基づいて議論を行った。成果と報告書の概要を以

下に示す。 
第一に、集約型都市構造を目指す観点から公共交通沿線居住を促進する要因と居住誘導方

策の効果の把握が望まれる中、地区や自己の将来に関するリスクの認知が居住地選択に及ぼ

す影響に着目し、転居に関する RP・SP データの収集と分析を行った。研究会では、そうし

たリスクを認知することや、郊外における公共交通減便や施設撤退の可能性を明示すること

が、集約的居住を有意に促すとの結果が報告された。一方で、より重要なリスク項目の存在

や、リスク情報を提示する施策の実行の困難さなどについて議論した。 
第二に、上記と同様の将来リスクのうち、自動車や公共交通の喪失とそれに伴う買物移動

の困難化のリスクについて、福島県いわき市でのアンケート調査に基づき検討した研究が紹

介された。分析の結果から、自動車を使い続けるという前提の意識が強くリスクの存在がき

ちんと認識されていないことや、リスク対応策としての転居の要因を見ると、日常の買物の

不便な地域に住む人や公共交通撤退のリスクを認識している人の転居意向が強いことなどが

報告された。 
第三に、中心市街地活性化を図るうえで、人がまちで過ごす時間を楽しみ、まちに愛着を

持 っ て もらうことは重要である。そのための仕掛けとして前年度整理したまち歩きイベン

ト事例から「長崎さるく」を取り上げ、参加経験者・未経験者を対象にアンケート調査を

実施し、分析を行った。結果、経験者と未経験者の属性や意識・行動の違いを明らかにす

るとともに、普段のまち歩きやさるくへの参加が地域愛着に正の影響を与える可能性が示

唆されたと報告された。 
以上のほか、研究会で議論した中から、中山間地域住民の買物交通に関する意識について

の研究成果と、アジア都市のグリーン都市戦略事例から見たコンパクトシティ政策の課題に

関する論考を報告書にまとめている。 
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